
 

 



Ⅰ 高まる半導体産業の重要性

令和 6 年を迎え，政府は DX（デジタルトラ

ンスフォーメーション）や GX（グリーントラ

ンスフォーメーション）を推進し，データ駆動

経済での更なる飛躍やエネルギーの安定供給と

脱炭素の両立を図ろうとしている。世界各国・

地域において半導体・デジタル産業政策の重要

性が認識されている。

半導体の 2023 年世界生産は，車載半導体

（MCU やアナログ製品，パワーデバイス等）

の供給不足はほぼ解消し，電気自動車や運転支

援機能搭載車の増加は半導体需要を大きく底上

げしている。しかし，経済の不透明感から最終

消費は振るわずパソコンやスマートフォンの需

要減少はメモリをはじめとする半導体の減少に

つながった。今後は，生成AI の急速な普及に

よりデータセンター増強に向けた設備投資の活

発化，電気自動車の普及で半導体搭載率の拡大

が見込まれること，またデジタル化の進展によ

る IT 投資向けの需要も期待できることから二

桁成長が見込まれる。中長期においては，カー

ボンニュートラルへの対応や生成AI の各種産

業への波及で半導体需要が増加することが期待

される。
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日本の半導体産業

強化の要件

日本の半導体産業は，1980 年代後半には DRAM中心に世界シェア 50％強を有していたが，新興勢力の

台頭，半導体市場の変化，その他いろいろな要因により現在は 10％以下となっている。しかし，成長市場で

ある CMOS イメージセンサー，NAND 型フラッシュメモリ，パワー半導体，自動車向けMCU では世界の

トップ級の競争力を維持しており，アナログ半導体などでも特定分野やニッチ市場では存在感がある。

政府支援については，近年各政府による半導体産業への大型支援が，世界的な潮流となっている。米国では

半導体産業支援策である「CHIPS and Science Act」（通称CHIPS 法）が成立した。その後，EU，韓国，

台湾等も次々と半導体支援策を講じてきており，さらには，インドやその他のアジア諸国，中南米諸国までも

半導体支援策を打ち出してきている。国家安全保障および国際競争力強化の観点から主要国・地域が進める半

導体産業への支援や強化に我が国も出遅れることのないよう，それら主要国・地域の補助金に比肩する支援を

日本の半導体産業も必要としている。



Ⅱ 複雑化する半導体のサプライチェーン

1980 年代後半の我が国は，半導体企業もさ

ることながら最終アプリケーションの企業も世

界での競争力が高く，日本国内である程度のサ

プライチェーンを完結することができた。現在

は，日本の半導体企業の多くは前工程を国内で

行っているものの，後工程以降はアジアを中心

とした海外で行っており，また最終アプリケー

ションを組み立てる企業も中国を中心としたア

ジアに多く点在している。つまり，半導体製品

の製造から，最終アプリケーションが顧客の手

に届けられるまでには，非常に多くの国・地域

を経由することになる。このような複雑なサプ

ライチェーンの抱える脆弱性が，コロナ禍に

よって顕在化したといえる。そして，コロナの

影響がなくなったあとも，なお様々な問題が存

在する。多様かつ自律的な信頼できるサプライ

チェーンの形成のため，有志国・地域との連携

により公正で持続可能な市場の構築を図ること

が求められる。

Ⅲ 日本の半導体産業の重要性と現状

メモリ（NAND型フラッシュメモリ），セン

サ（CMOS イメージセンサ），パワー半導体，

車載用マイコン，アナログ半導体等の製品群に

おいては，依然として日本のシェアが高く国際

競争力を保っている。社会全体のデジタル化

は，国民生活の利便性を向上させ，様々な業務

の効率化を実現する。また，データを最大限に

活用することで，様々な社会課題を解決し，新

たな価値を創造できる。それらのデジタル社会

を実現するためのキーコンポーネントは半導体

である。来るべきデジタル社会を日本国内にも

構築していくためには，日本の半導体産業を強

化していく必要がある。また，経済安全保障の

側面からも同盟国・地域と協調・連携しながら

補っていく必要もある。

半導体製造工場，特に前工程は，24 時間 365

日稼働しており，非常に多くの電力を使用して

いる。電力源を再生可能エネルギーなどに切り

換え，また生産設備を省電力なものに切り換え

ることは，カーボンニュートラルを達成するた

めに有効だが，電力のカーボンニュートラル化

には電気料金高騰の恐れがあり，また生産製造

設備を省電力化するには膨大なコストと労力が

必要となる。このため，電気料金の値下げ等，

他国・地域に匹敵する電気料金体系構築が望ま

れる。

Ⅳ 国際的な半導体支援策の潮流

経済安全保障や国家安全保障を確立する上で

のキーコンポーネントとして，米国 CHIPS 法

をはじめ，各国・地域とも大型補助金を半導体

産業に投じており，従来から半導体ビジネスに

注力している欧州，韓国，台湾，シンガポール

等の国・地域に加えて，半導体ビジネスの存在

が薄かった国・地域においても半導体支援策を

前面に打ち出し，半導体企業の自国・地域への

誘致を促すケースも増えてきている。各国・地

域政府による半導体支援策は，半導体製造に直

結する補助金の支援策を中心としたものから，

研究開発，税制支援，半導体人材の育成等にま

で拡大した支援策も登場してきており，バラエ

ティに富んだ支援内容となっている。
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Ⅴ 半導体戦略

1．新たな時代や次世代半導体の研究開発体制

半導体は，5G・ビッグデータ・AI・IoT・自動

運転・ロボティクス・スマートシティ・DX等の

デジタル社会を支える重要基盤である。今後 5-

10 年の未来社会を見据えた次世代半導体デバ

イスの研究開発を推進するためには，既存の研

究施設の活用に加えて，最新の設備とある程度

のスペースが必要だったが，LSTC（Leading-

edge Semiconductor Technology Center）が設

立された。LSTC においては，最先端の装置を

導入した上，バランスの取れた研究開発体制を

整備するとともに，大学のインターンも受け入

れ，産官学による人材育成も実施できる研究所

として更なる発展を期待したい。

また，LSTC において研究開発を推進するに

あたり，我が国が有する国立研究開発法人新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）や

既存の研究機関（産業技術総合研究所（AIST），

物質・材料研究機構（NIMS）等）や大学等と

連携することで，我が国における英知を結集

し，相乗効果による最大限のアウトプット=半

導体市場の創出=出口戦略を見据えて実施いた

だきたい。

WSTS のデータによるとシステム LSI に代

表されるロジック IC，半導体メモリ，マイコ

ンの集積回路製品で半導体市場の約 70％がカ

バーされている。DX・GX を支えるデータセ

ンター・エッジ向け半導体産業において，半導

体メモリ市場はロジック IC と並んで大きな市

場を今後も有すると予測されており，日本半導

体が競争力を高めていくためには，高性能化・

大容量化・低消費電力化を実現する次世代メモ

リの研究開発及び量産体制も構築していく必要

がある。次世代計算基盤では，更に低コストを

実現する必要があり，その実現に向けて，新材

料技術，新原理動作，低コスト製造技術等を駆

使した大容量・高速な新しい半導体メモリを開

発する必要がある。こうした次世代の半導体メ

モリを，日本が先行して開発・実証していくた

めには，日本に次世代半導体メモリの研究開発

基盤や製造基盤を確保する必要がある。

また，半導体スペシャリティ技術（混載メモ

リ，アナログ，センサ，パワー半導体等）の開

発も同時に実現していく必要がある。

半導体産業をより強固なものとするために，

世界における各国・地域では半導体企業への大

規模支援と併せて大学等における研究開発への

支援を強化しているが，日本では半導体産業へ

の支援と比較して大学を中心としたアカデミア

への支援は限定的である。日本の半導体産業を

更に成長させ，強化していくためには，その基

盤となる研究開発の更なる強化が必須である。

このためには，半導体製品のアウトプットに

つなげる各大学や各研究機関（アカデミア）に

よる研究開発と人材育成，半導体産業界とアカ

デミアの連携推進（産学連携）がますます重要

となっており，次世代半導体を研究開発するた

めの最先端の研究機器を整備した研究所やその

戦略的な研究開発を総合的かつ戦略的に推進し

ていく体制づくりが必須となる。

例えば日本の半導体メーカーや LSTC と緊

密に連携しつつ，我が国が既存の研究機関や大

学といったアカデミアの体制を早急に整備し，

5 年から 10 年先を見据えた次世代半導体の研

究開発や研究人材の育成を行う産学連携の体制

を構築していただきたい。経済産業省や文部科

学省など，各省庁が連携することにより，半導
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体産業界への支援とアカデミアへの支援をバラ

ンスよく実施し，日本の半導体産業が今後ます

ます発展していくための強固な研究開発基盤を

早急に構築していくことが肝要ではないのか。

我が国がDXや GXで世界をリードしていく

ためには，日本の強みを集積したシステムを構

築することに主軸を置いた研究開発が重要とな

る。あるユースケースを想定したアプリケー

ションを設定し，半導体の設計やプロセス技

術，デバイス技術，材料や分析技術等も含め

て，総合的かつ統合的な研究開発を進めること

が肝要となる。また，我が国におけるデジタル

産業が発展・推進していくためには，AI 技術

の進歩が一つの大きなカギを握ることとなる。

AI 技術の進歩により，事業運営の効率改善や

生産性向上，コストの削減など，多くのメリッ

トがもたらされる。我が国が世界に先立ち，次

世代AI 半導体の開発に成功した場合，その結

果として，日本半導体産業の競争力強化にもつ

ながってくると考えられる。

日本が世界をリードできるAI やロボティク

スなどのユースケース（アプリケーション）を

想定し，そこに向けた半導体の研究開発体制を

早急かつ強力に進めることが重要である。具体

的には，日本が競争力を保持している次世代半

導体メモリ，センサ，パワー半導体，マイコン，

アナログなどの半導体スペシャリティ技術の研

究開発を推進するとともに，日本の技術力を結

集し，ターゲットと定めたアプリケーション向

け特定半導体の研究開発を実施する必要がある。

また，研究開発の実施にあたっては，強力な

リーダーの下，アカデミアから日本半導体企業へ

のタイムリーな成果の受け渡しと，市場などの環

境の変化に応じて，当初定めた目標や計画をそ

の時々の情勢に則して柔軟かつ臨機応変に変更

できる制度の構築や体制の整備が求められる。

2．新時代のサプライチェーン対応

半導体の原料から半導体を製造する装置に至

るまでの一連のサプライチェーンにおいては，各

国・地域とも特色を有しており，サプライチェー

ンが一つでも分断されてしまうと，半導体が製

造できなくなってしまう。輸出管理や地政学リ

スクが高まれば，人やモノの移動や価値の交換

や交流がますます難しくなるため，国際物流の

正常化が求められる。そのためには，新しいサ

プライチェーンの構築･強靭化，エコシステム，

都市交通網，経済圏の再構築が必要となる。

日本が強い分野は更に強化し，チョークポイ

ント技術を磨き上げることで，世界的な優位を

確保し続ける必要がある。そのため，日本の半

導体業界としては，自助努力を継続していく

が，デジタル投資や DX・GX 推進によるデジ

タル需要の喚起が重要となり，日本国内におけ

る半導体市場の創出が最優先事項と考える。更

に，デジタル需要が喚起された折には，それら

を実現する半導体製造基盤の整備も重要になっ

てくる。また新時代のサプライチェーンを構築

していくためには，海外企業との協業を始めと

した国際連携の重要性も増してくる。

なお，デジタル需要の拡大に伴い，半導体の

サプライチェーンを維持して継続的な供給を確

保することの必要性も益々大きくなる。また，

新型コロナウイルス感染症の影響や地震・風雪

被害等の自然災害による半導体工場の操業停止

などに加え，米中を筆頭とした輸出管理強化策

やロシア・ウクライナ問題，サイバー攻撃な

ど，半導体サプライチェーンが分断されるリス

クが顕在化し，日本半導体企業各社のビジネス

にも多大な影響を及ぼしている。
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地政学リスクの回避や BCP 体制強化に向け

ては，半導体製造に必要不可欠な部素材･原料，

ガス，レアアースも含めた原石，設計ツール，

各種製造装置，検査・測定・解析装置等の安定

的な調達が必要となる。また，輸出入規制，有

事の出来事（自然災害，火災，パンデミック，

戦争・紛争等），各国・地域の規制等により，

日本半導体製造の危機に直面した際には，企業

−政府間での情報共有体制の早期確立，その他

日本政府による迅速な支援（他国・地域との調

整・交渉他）も必要となる。地政学リスクによ

り，調達な困難となる部素材における代替品開

発やリサイクル技術の確立も重要だ。

さらに，欧州 REACH や米国 EPA による化

学物質規制，特に PFAS（per- and polyfluor-

oalkyl substance：パーフルオロキル及びポリ

フルオロアルキル物質）については，ドライ

エッチング装置の冷媒用途を含め，半導体製造

工程で使用する装置や材料，更には一部の最終

半導体製品に極めて少量含有しており，使用禁

止となった場合は，世界のほとんどの半導体企

業が半導体を造ることができなくなってしま

い，その影響は計り知れない。また，ありとあ

らゆる電子機器に搭載されている半導体供給も

できなくなるため，世界経済に対する影響は甚

大となる。各国・地域の化学物質規制において

は，半導体にとっては代替品が極めて困難であ

り，かつ（最終的な含有量が極めて小さく，小

型家電リサイクル法などの適切な廃棄の仕組み

がある）化学物質については，半導体は適用除

外（エッセンシャルユース）となるように官民

共に該当政府に対して働きかける必要がある。

日本の半導体サプライチェーンの強靭化を実現

するためにも，半導体の共同研究開発や材料調

達リスク対応等において，日本政府と他国・地

域間で既に確立されている同盟国や有志国・地

域との枠組み（日米，日欧，日米欧，日英他）

での対話や交渉が重要であると認識している。

同盟国や有志国・地域でそれぞれの強みを生か

しつつ相互補完することで，今後の半導体不足

解消や半導体のサプライチェーンの強靭化に寄

与できるのではと考える。

デジタル社会の発展とともにインターネット

が普及し，インターネットを活用するデバイス

とユーザーの数が増加して世界中と繋がってお

り，その結果，不正アクセスは世界中のどこか

らでも行われる可能性がある。半導体の世界的

なサプライチェーンが更に複雑になり，イン

ターネットを介するデータのやり取りが重要に

なっている。全体的なサイバー攻撃の数が増加

していて，数十秒に一度行われているとの情報

もある。サイバー攻撃の目的は，IT システム

への不正アクセス，業務妨害，データ改ざん，

システムの不正操作，データ窃盗，企業スパイ

等様々である。半導体企業としては，機密情報

漏洩や事業システムの障害に繋がるサイバー攻

撃のリスクを最小限に抑え，システムとデータ

を保護するために，強力なサイバーセキュリ

ティ対策を施す必要がある。

3．国際的な半導体支援策の潮流への対応と

イコールフッティングの実現

ここ数年の我が国政府による補正予算におい

ては，DXや GX に不可欠な半導体や部素材・

原料・製造装置について，生産能力強化等の支

援を行い，我が国の DX・GX を推進するとと

もに，サプライチェーンの強靱化を図るための

支援事業やデータセンターやAI 等の最先端技

術に必要不可欠な半導体の国内生産拠点を整備

するとともに，その拠点での継続生産や投資・

10 世界経済評論 2024年9月10月号

特集1 混迷極まる世界情勢下の半導体産業の行方



研究開発等を進めることで，国内での半導体の

安定供給を実現するための支援事業を推進いた

だいているが，日本が世界的に競争力を有して

おり，DX・GX の推進やデータセンターや AI

等の最先端技術に必要不可欠な半導体分野（メ

モリ，センサ，パワー半導体，マイコン，アナ

ログ半導体）においては，日本政府からの継続

的な大規模支援を引き続きお願いしたいと考え

ている。特に，CO2 排出量削減への寄与度が

大きい低消費電力デバイスの製造拠点整備・研

究開発やエッジAI 処理等のトータルシステム

的な排出量削減にかかる研究開発等に対しても

引き続き大規模な支援をお願いしたい。ご支援

にあたっては，ご支援をより効果的に活かせる

ような施策，例えば，設備納期などを考慮した

単年度執行ではない，より長期的な視点での支

援が必要となる。

DX・GXの推進やデータセンターやAI 等日

本国内のデジタル需要が創出されるにつれ，そ

れらのデジタル機器のキーコンポーネントとな

る半導体需要も増大する。日本国内のデジタル

産業が発展していくためには，国内の半導体拠

点からの半導体の安定供給が必要となる。ま

た，我が国におけるカーボンニュートラル実現

に向けて「GX経済移行債」が創設されたが，

我々が国際的な競争力を有する半導体製品群

は，機器の低消費電力化に大きく貢献できる。

メモリ，センサ，マイコンなどのデジタル半導

体のほか，特にパワー半導体は，あらゆる機器

の電源回り等の低消費電力化に大きく寄与して

いる。日本が得意とする半導体製品群は，GX

に大きく貢献できるであろう。

半導体の製造拠点は 24 時間・365 日稼働を

続ける必要があり，最先端で膨大な数の設備を

動かし続ける必要があるので，電力コストの負

担が非常に大きい。日本，米国，欧州，韓国，台

湾の電気代を比較すると欧州，日本が高く，米

国，韓国，台湾の電気代はその半分以下である。

世界の半導体企業各社の公表レポートや一般

書籍のデータから，ウェハ月産 10 万枚の工場

の年間電気料金を算出し，日本，米国，欧州，

韓国，台湾それぞれで同工場を運営した場合の

年間電気代を算出してみると，先端ロジックで

は，日本や欧州の年間電力コストが 400 億円を

超える中，米国，韓国，台湾はその半額以下で

ある。メモリでは，日本や欧州の年間電力コス

トが 300 億円を超える中，米国，韓国，台湾は

その半額以下となる。アナログやミドルレンジ

のロジックはメモリの半分の電力コスト，パ

ワー半導体はさらに低いコストとなるが，日欧

vs. 米韓台の電力コスト差は同じ傾向となる。

例えばメモリの場合，日本と米国・韓国の差は

年間 170 億円と非常に大きな差となる。この資

料の米国の電気代は，全州平均値としており，

例えばニューヨーク州の電気代は全州平均より

20％以上安価となるので，日本と米国のコスト

差はさらに広がる。この年間コスト差は，日本

に半導体製造拠点を持つ半導体企業の事業運営

にとり大きな負担となるとともに，成長してい

くための次世代投資にも大きな影響を及ぼすこ

とになる。年間電力コスト差は年々倍増してい

くので，10 年間で 2,000 億円近い差となる可

能性が高い。

経済安全保障を実現する上で，世界中が半導

体産業の重要性を認識し，各種インセンティブ

を用意し半導体工場拠点の誘致を進める中，こ

のように膨大な電力コストは日本に誘致するの

には非常にマイナス案件となる。また，日本に

半導体工場を持つ半導体企業にとっては，最近

の電気代高騰も相まって非常に大きな負担と
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なっている。さらに，日本の半導体産業が今後

成長していくための足枷となるとともに，この

ままでは日本に拠点を有する半導体企業は海外

に拠点を移さざるを得ない選択に迫られるかも

しれない。その結果，日本の先端産業の空洞化

にもつながり，DX/GX を実現する上でキーコ

ンポーネントとなる半導体関連産業の世界的な

競争力が失われていくとともに，今後日本とし

て経済安全保障体制を確立できなくなる恐れが

ある。日本半導体産業の更なる競争力強化のた

め，他国並みの電気料金の実現あるいは他国の

ような負担低減策が必要となる。さらに，電力

供給体制の安定性確保や送配電網の強化による

再生可能エネルギー拡充も必要だ。

また，日本，米国（ニューヨーク州＝今後多

くの半導体工場建設が予定されている），韓国，

台湾それぞれに先端ロジック又は先端メモリ

Fab（半導体製造の前工程拠点）を新設した場

合を比較してみた。前提としては，10 年間の

建屋・設備投資額を約 2.7 兆円とし，建屋投資

額（全体の 20％として仮定）は 5年毎に 2,700

億円投じるものとし（2,700 億円×2=5,400 億

円），製造装置を含めた設備投資額は年間

2,100 億円（10 年間で 2兆 1,000 億円）と仮定

した。研究開発費は年間 850 億円（10 年間で

8,500 億円）と仮定した。

2023 年度の年間税額控除可能額を試算した

ところ，日本と比較して韓国は約 12 倍，米国

は約 10 倍，台湾は約 4倍という結果となった。

韓国がこの税制支援を 10 年間継続したと仮定

した場合，約 8,000 億円もの税額控除の恩恵を

被れることになる。日本は同じ前提を仮定した

として約 720 億円である。米国は，FABS 法に

加えて，ニューヨーク州の Tax Incentive Pro-

gram も合わせて試算したが，CHIP 法の補助

金プログラム（基本は 5年間で 30 億ドル）もあ

るので，単純計算だと年間 1,000 億円を優に超

える支援を継続して受けることになる。税額控

除は，単年ではなく時限措置ではあるもののあ

る程度継続的なものなので，半導体企業を運営

していくために非常に有益な支援策と言える。

4．半導体の人材育成と獲得

日本の半導体産業が国際競争力を堅持し今後

も持続的に発展していくためには，半導体に関

わる人材育成が非常に重要となる。2000 年代

初頭の IT バブルの崩壊に端を発し，半導体部

門を抱える日本の電機が徐々に競争力を失って

いく中で，高校や大学で半導体を学び，半導体

企業への就職を目指す学生が減少の一途を辿っ
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図1 半導体工場にかかる各国・地域の電気代の違い（コスト競争力に直結）



てきた。日本が経済安全保障の観点から，その

キーコンポーネントである半導体産業を発展さ

せ，世界的に競争力がある強固な基盤を日本国

内に確立していくためには，広く世間一般に半

導体産業の重要性を訴える必要があるととも

に，デジタル社会やカーボンニュートラル社会

を実現する半導体産業を支えていく人材の育成

が急務である。日本の半導体産業は，初等教育

から大学まで一貫した半導体人材育成策を講じ

る必要があるとの信念をもって，半導体デバイ

ス，装置，材料も含めた全国大のオープンな半

導体人材育成ネットワークを構築し，半導体関

連産業全体で，我々の産業に必要な人材像を整

理し，出前授業などの教育の場を提供するとと

もに，半導体教育に必要となるカリキュラムに

ついても議論し，まとめ上げることで，半導体

関連産業の人材育成と獲得に向けた体制を整え

ていきたいと考えている。日本は他国・他地域

と比較して，理系人材の比率が低いと言われて

いる。我が国における半導体人材を拡大してい

くためには，初等教育から中等教育にかけての

半導体の基礎教育や啓蒙活動が非常に重要にな

ると考える。そのため，JEITA 半導体部会とし

ては，小中学から大学まで様々な半導体人材育

成の取り組みを実施している。また，今後は外

国人材の活用も非常に重要になってくるだろう。

経済産業省の地方経済産業局主催による産官

学一体の取り組みとして，地域ブロックごとの

半導体コンソーシアムが九州ブロックを皮切り

に東北，中国，中部，関東，北海道で設立され

た。JEITA 半導体部会としては，この活動に

全面的に協力する形で取り組んでおり，ブロッ

クごとに幹事社を決め，出前授業の講師派遣や

地域ブロックごとの人材育成やサプライチェー

ン等のワーキンググループに積極的に参加し，

協力している。

おわりに

日本の半導体業界が世界的な競争力を高めて

いくには，新たな時代や次世代半導体の研究開

発体制，新時代のサプライチェーン対応，国際的

な半導体支援策の潮流への対応とイコールフッ

ティングの実現，そして半導体の人材育成が要

件となる。そのために，我々日本の半導体産業

界自身が自助努力を積み重ねていくとともに，

世界的なイコールフッティングを実現するため

に，日本政府による継続的な支援が必要である。

13世界経済評論 2024年9月10月号

日本の半導体産業強化の要件

図2 JEITA半導体部会の人材育成まとめ




